


様式第20号（債権譲渡承諾依頼書）【契約事務処理要領283条】
債権譲渡承諾依頼書
令和00年00月00日
	東日本高速道路株式会社

	（契約責任者）○○支社長（事務所長）　○ ○ ○ ○  殿



	請負者(債権譲渡人：甲)
	○○県○○市○○区○○00-00-00
○○○○建設株式会社
代表取締役社長　○ ○ ○ ○　印

	(債権譲受人：乙)
	○○県○○市○○区○○00-00-00
○○○○建設業協同組合
代表理事　○ ○ ○ ○　印


譲渡人(以下「甲」という)と○○○○建設業協同組合(以下「乙」という)間で締結の令和00年00月00日付けの債権譲渡契約証書に基づき、甲は、甲が貴殿に対して有する下記の工事請負代金債権を乙に譲渡することにつき、工事請負契約書(以下「請負契約書」という)第5条第1項ただし書きに規定する承諾をいただきますよう、依頼申し上げます。
甲においては、当該資金の使途を当該工事の施工に限定することとします。
なお、請負契約書第45条に規定する契約不適合責任は甲に留保されます。
記
	1. 工事名
	

	2. 工事場所
	

	3. 工期
	令和00年00月00日から令和00年00月00日まで

	4. 
	(1) 請負代金額
	　金 0,000,000,000 円
	ただし、契約変更により増減が生じた場合はその金額による

	
	(2) 前払金額
	－金 0,000,000,000 円
	

	
	(3) 部分払金額
	－金 0,000,000,000 円
	

	
	(4) 債権譲渡額
	＝金 0,000,000,000 円
	（令和00年00月00日現在見込額）
ただし、契約変更により増減が生じた場合はその金額による

	5.
	添付書類
	(1) 甲乙間の「債権譲渡契約証書」の写し　1通

	
	
	(2) 工事履行報告書　1通

	
	
	(3) 甲及び乙の印鑑証明書(発行日から3ヶ月以内のもの)　各1通

	
	
	(4) 履行保証人の承諾書　1通
【履行保証約款等において工事請負代金債権の譲渡につき履行保証人の承諾が必要とされている場合のみ】

	
	
	(5) その他資料
【前払金の使用等によってもなお成果品に係る業務の実施に必要な資金が不足することを疎明する資料等】



《注意事項》
次の各制度の場合は下記要領の様式によることとし、その他の場合は下記要領を準用すること。
◆『下請セーフティネット制度運用要領』様式2
◆『地域建設業経営強化融資制度運用要領』様式2　　によること。





